【様式１】

生活困窮者暮らしサポート調査検証事業

企画提案応募申請書



　みだしのことについて、公募要領に規定する応募要件を満たし、かつ、公募要領及び企画提案仕様書を遵守することを誓約し、企画提案書等関係資料を添えて以下のとおり応募します。

令和　年　月　日


沖縄県知事　殿


　　　　　　　　　　　　　【提出者】（※共同事業体での参加の場合は代表法人）
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職・氏名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　【共同事業体構成員】（※共同事業体での参加の場合のみ）
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　





【様式２】

令和　年　月　日

沖縄県知事　殿
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職氏名　　　　　　　　　印


誓　　約　　書

企画提案に応募するにあたり、下記のことを誓約します。この誓約が虚偽であり、またはこの誓約に反したことにより当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。


１．地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項の規定に該当しない者であること。
２．宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。
３．「県が発注する物品の製造、買入れ、売払い等の競争入札に参加する者の資格に関する規程（昭和47年7月20日告示69号）」第7条第2項に基づく指名停止期間中の者でないこと。
４．所得税又は法人税、県税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
５．会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手続き開始又は民事再生手続きの申し立てがなされている者でないこと。
６．沖縄県暴力団排除条例（平成23年条例第35号）第2号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
７．加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。
８．雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。
９．労働関係法令を遵守していること。



※共同企業体・コンソーシアムの場合は、すべての構成員について提出が必要です。
※必要に応じ、誓約書の内容に関する根拠資料を提出していただく場合があります。

【様式３】


生活困窮者暮らしサポート調査検証事業
に関する質問書


令和 　 年　　月　　日

住所　
						名称　
						代表者名　
						担当者名　
						電話番号　
						E-mail　　


	No
	仕様書等の箇所
	質問内容

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	




